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１．はじめに 

 

我が国の地方都市圏では、モータリゼーション

の進展と連動して、居住機能が郊外化していったこ

とにより、中心部の人口密度の低下が起こり、それ

が要因となり公共交通は衰退の一途をたどっている。

また、郊外居住化自体も、通勤距離の増大、地価の

安い郊外部での急速な団地開発などに伴う都市施設

の整備不足など様々な問題を生んでいる。そのよう

な問題に対して、財政が逼迫している地方自治体は

適切な対応をとることができないケースも多いと思

われる。 

そのような背景のなか、こういった問題に対し

て住民サイドから解決を目指す動きが出てきている。 

実際そのような問題は住民が結束し、よりよい地域

社会（コミュニティ）を形成することによって解決

できることが少なくない。しかし、コミュニティが

もつそういった機能に対して、未だに住民の一般的

な評価や認知度、関心は高いとはいえない。 

そこで本研究は、コミュニティの実態と居住する

住民の住まい方との関連についての基礎的な知見を

得ることを目的とし、地方都市を対象に同一都市内

で異なるコミュニティの特徴を持つと思われる地区

について自治会へのヒアリング調査、及び住民への

アンケート調査をした。そして、調査結果より世帯

構成変化の特性、コミュニティの現状を把握し、そ

れらの関連性について地区毎に比較、考察を行った。 
*キーワーズ：交通弱者対策、高齢者居住、 
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２．調査概要 

 

（１）対象地区の選定 

本研究ではモータリゼーションと、都市の郊外

化が高度に進展した地方都市である、群馬県前橋市

を対象地域とした。その前橋市において都心部から

の距離と土地利用状況の違いを考慮して、以下のよ

うにゾーニングを行った。 

① 都心部から既成市街地にかけてのゾーン 

② 近郊部（都心部から 4～6km）農村集落ゾーン 

③ 遠郊部（都心部から 6km 以遠）農村集落ゾーン 

④ 既成市街地周辺部の主に土地区画整理事業地の

ゾーン 

⑤ 近郊部（都心部から 4～6km）住宅団地ゾーン 

⑥ 遠郊部（都心部から 6km 以遠）住宅団地ゾーン 

また、対象地区の選定結果を図 1に示し、その地区

特性を表 1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図１ 対象地区の選定結果 



 

 

（２）調査概要 

ヒアリング調査概要を表 2 に示す。ヒアリング

調査では対象地区の現状を把握するため住環境、と

りわけ交通環境の実態とその評価、及び高齢化の進

行やコミュニティの成熟度に関する質問を行った。 

次に、アンケート調査概要を表 3 に示す。アン

ケート調査の配布方法はお願い文を印刷した封筒に

世帯票 1票と返信用封筒を封入したものを自治会を

通して配布、郵送回収をした。アンケート内容は世

帯構成と住環境評価、自動車同乗の実態などとなっ

ている。 

 

３．自治会ヒアリング調査結果 

  

 ヒアリング調査結果を表 4に示す。今回のヒアリ

ング調査では自動車を利用できない高齢者の外出の

不便さが最も深刻な問題として挙げられた。特に地

区②、③、⑥では公共交通を利用したくとも利用し

にくい環境にあることが分かった。しかし、地区②

と都心からの距離が同程度である地区⑤では外出し

にくいという意見は出されなかった。その理由とし

ては地区⑤は住宅団地として整備され、交通環境が

整っていたことと、まだ本格的な高齢化が訪れてお

らずほとんどの人が自分で運転できるためだと考え

られ、郊外部が必ずしも不便であるとはいえないと

いうことが分かる。また、地区②、③では交通の便

は悪いものの親族が周辺に住んでいるため、自動車

の同乗交通で外出手段を補えていることが分かる。 

それに対して、地区⑥では周辺に親族がいる世帯が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 対象地区の地区特性 
都心から4㎞
以内（近）

都心から4～6
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地区
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区域

年少人口比率

地区
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区域

高齢人口比率

年少人口比率
高齢人口比率

22.7 18.1 20.0

17.7 9.8 9.8
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調査対象

調査時期

調査地域
群馬県前橋市を６ゾーンに分け、
そのゾーン内の１自治会を抽出

質問項目

各自治会の会長および役員
またはそれらに準ずる方

2001年10月～11月

１）地区の少子・高齢化や住まいの状況に
　　ついて
２）地区の交通状況について
３）地区の交流状況や自治会活動について
４）自治会による福祉、自動車同乗の支援
　　活動について
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表２ ヒアリング調査概要 

調査対象
調査時期
調査地域

配布数 回収率(%)

① 590 18.98
② 700 14.71
③ 428 18.93
④ 295 31.19
⑤ 440 30.91
⑥ 713 23.00

3166 22.95

各調査地区の世帯
2001年12月～2002年1月
ヒアリング調査と同地域

地区

総計
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表３ アンケート調査概要 

表４ 自治会ヒアリング調査結果 
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社
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社
会
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・50号の北側は区画整理が一
　部進められているが、南側
　は古い既存住宅地が広がっ
ている　　　　　　　　

・最初の区画整理後昭和34～
　61年の間、長時間をかけて
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・昭和49～59年にかけて団地
整備　　　　　　　　　
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・整備された年に一斉に入居

・段階的に入居が進んだ
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少なく、近所同士の同乗交通の場合、事故発生時の

責任問題が懸念されることもあり、同乗交通は地区

②、③ほど行われていない。 

 コミュニティの成熟度に関しては、全地区に共通

して祭りなどの催し物、老人会、子供会などの活動

は活発に行われているものの、普段の近所付き合い

はあまりなされていなかった。しかし、組長が頻繁

に交流する機会を設けるなど近所付き合いに積極的

な姿勢がみえるところでは付き合いが活発であると

の意見もあり、リーダーが活躍することで近所付き

合いを促進できることが分かった。また、郊外部で

は病院への送迎や高齢者が交流する場を設けるなど、

生活の不便さを補うためのボランティア活動が行わ

れていたが、都心部では生活に不便さを感じること

が少ないためか、そのような活動はなされていなか

った。 

 

４．世帯構成変化の特性分析 

 

 各地区の世帯構成変化の傾向を探るため、1980

年から 2000 年までの世帯構成分布の推移を図 2 に

示す。全体として高齢者有り世帯が増加傾向にある

なかで地区①では変動がみられない。これは、地区

①では、最近、土地区画整理事業が進められていて

若い世帯が転入してきている北側と、既成市街地か

らなる南側とに分かれていて、異なる特性をもつ 2 

区分が存在するためであり、南側では急速に高齢化 

が進行している。 

また、遠郊部の農村集落である地区③は、表 1

に示すとおり平均世帯構成員数が最も多く、図 2を

みても高齢化、核家族化の傾向が最も低い。これは

古くから居住している世帯が多く、敷地面積が比較

的広いことと、地元意識が強いという農村社会の特

徴により子世代の転出が少なく、また、一旦転出し

ても、後に再び転入してくる傾向が強いためである。 

地区⑤、⑥では、2、3 世代同居世帯から夫婦世

帯に変化していく様子が顕著に表れており、高齢夫

婦世帯が急増している。これは団地開発時に同年代

の世帯が一時に集中して入居したため、団地開発か

ら約 20 年が経過した現在では、子世代が一斉に独

立しつつあることによるものと考えられる。今後も、

特に郊外の住宅団地における高齢化が続き、高齢夫

婦世帯がより一層増加していくと考えられる。 

 

５.コミュニティの特性分析 

 

 各地区のコミュニティの特性を把握するため、高 

齢者有り世帯の世帯構成別に表した住民の付き合い

の対象とその程度の関連を図 3 に示す。図の値は

「良く付き合っている」、「時々付き合っている」、

「あまり付き合いがない」、「全く付き合いがな

い」の 4段階に評価した付き合い頻度にそれぞれ 

“3”,“2”,“1”,“0”の重みをつけ、それを平 

均化したものである。 
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まず、別居家族について見ると全地区において

良好な付き合いが行われていることが見て取れ、地

区による別居家族との付き合いの差異はないといえ

る。これに対して、親戚については別居家族と異な

り、旧社会の地区①、②、③は新社会の地区④、⑤、

⑥よりも良好な付き合い状況を示している。特に近

所に親族が住んでいる世帯が多い地区②、③におい

て良く付き合う傾向にあることから、付き合い状況

は距離に依る影響が強いと考えられる。 

次に、隣近所について見ると他の対象に比べ付

き合い頻度が少なく、近所付き合いの希薄さを示す

結果となっている。特に都心部の地区①、都心部周

辺の地区④はあまり付き合いがないことが見て取れ

る。これは市街地に居住する住民ほど不便さを感じ

ることが少なく、地域社会への無関心さを拡大する

傾向にあるためと考えられる。特に地区①では前章

で述べたとおり、南側の既存住宅地は高齢化、核家

族化の進行が著しいため、他世帯とのつながりが出

来にくく、若い 2世代同居世帯が多い北側と比べ付

き合いが希薄であるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、地区⑤、⑥では前章で述べたとおり団地

開発時に同年代の世帯が一時に集中して入居したと

いう背景があるため、現在では子世代が一斉に独立

してしまい高齢夫婦世帯の割合が急増している。そ

れにも関わらず、比較的良好な付き合い状況を示し

ているのは、同年代の世帯が多いため子供を通じて

の付き合いが起こり易く、その付き合いが、子供が

独立した今も続いていること、そして、それだけで

はなくその付き合いをベースとして高齢期を迎えた

ところ、郊外居住の不便さを感じて住民同士が積極

的に近所付き合いをし、互いに助け合う世帯もある

といったことなどが考えられる。 

  

６．おわりに 

 

本研究は各地区のコミュニティの必要性、発展

の可能性を明らかにするための基礎的な知見を得る

ため、各地区の現象分析を行った。 

ヒアリング調査結果により、働き盛りの非高齢

者の場合、生活に不便さを感じることが少なく、職

場や家庭を重視し地区との付き合いを軽視する傾向

にあることがわかった。今後、このような世帯が高

齢期を迎え、地域社会に無関心な高齢者が増加する

のが懸念される。その対策として、住居の改善、施

設整備などにより住環境を向上させ、子世代との同

居を誘導することで、他世帯とのつながりを増やし、

コミュニティを成熟させることや生活の不便さを解

消することが必要である。 

今後は今回得られたことを元に各地区の問題の

軽減、解決を目標として、如何にコミュニティを形

成し、どのように問題を解決していくのかを考える

必要があり、そのために地域住民に対してコミュニ

ティの形成の合意を得るためのシステムを検討して

いくことも必要である。 
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夫婦世帯 2.9 2.0 2.2 2.1

２世代世帯 2.9 2.1 2.2 1.9
３世代世帯 3.0 2.5 2.6 2.4

地区④（近）
単身世帯 2.0 2.0 2.0 1.7
夫婦世帯 2.7 1.9 2.1 1.4
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２世代世帯 2.6 1.9 1.9 1.9
３世代世帯 3.0 2.0 3.0 2.0
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図３ 高齢者有り世帯についての対象別付き合い状況 
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